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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第72期中 第73期中 第72期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 （千円） 20,334,801 18,662,203 39,154,033

経常利益 （千円） 4,731,842 3,614,262 8,236,858

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 3,447,085 2,620,333 6,329,589

中間包括利益又は包括利益 （千円） 3,749,434 2,994,973 6,626,952

純資産額 （千円） 35,474,529 38,934,691 37,122,853

総資産額 （千円） 41,454,959 44,038,040 45,250,913

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 252.45 191.82 463.51

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 85.57 88.41 82.04

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,593,161 1,665,107 8,438,176

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,517,895 △2,108,760 △3,353,980

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,092,696 △1,227,886 △2,320,787

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 11,960,635 13,376,651 14,745,166

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 　　　 ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　世界経済は、エネルギー価格の高止まり、各国経済の減速見通しや不安定な為替相場等、依然として先行きが不

透明な状況が続いております。脱炭素化に向けた世界的な流れは一部の国や市場において停滞が懸念されておりま

すが、中長期の視点では各国政府による脱炭素化の方針を受けて企業の設備投資の拡大が引き続き期待されており

ます。今後、自動車の電動化が加速すると同時に電源の高性能化（高効率化・小型化・軽量化）が求められるよう

になると見込まれており、バッテリー、デバイス、エネルギーといった市場においては、設備投資環境が中長期的

に堅調に推移すると予測しております。

　当中間連結会計期間におきましては、受注高は前年同期の実績を下回りました。市場別では、デバイス市場とエ

ネルギー市場においては、脱炭素化に向けた世界各国の取り組みは継続しているものの、需要は力強さを欠き、受

注高は横ばいで推移いたしました。一方、バッテリー市場においては、中国を中心にEVの成長が短期的に鈍化して

おり、依然として需要が落ち込んだ状態が継続しております。

　顧客の所在地別では、アジア地域においては韓国や東南アジア等で需要が堅調に推移する一方で、主として中国

におけるバッテリーやエネルギー市場での需要が大きく落ち込みました。脱炭素化に向けた取り組みが強化されて

いる日本においては、需要が堅調に推移いたしました。

　当社グループは、ビジョン2030の実現及び中期経営計画の達成に向けて、成長戦略として「HIOKIの不可欠性を

付加した商品開発」、「マーケット軸でのビジネス開発」、「GHGプロトコルにおけるカーボンニュートラル達

成」を掲げ、取り組みを進めてまいりました。各分野における取り組みは以下のとおりです。

　開発及びマーケティング面では、不可欠性を付加した商品開発を可能にする体制及びマーケット軸でのビジネス

開発を可能にするマーケティング体制について見直しを進めてまいりました。これを受け、開発及びマーケティン

グの組織を再編いたしました。開発組織においては、先行技術開発に対する責任を明確にした事業運営を行う体制

とし、マーケティング組織においては、プロダクトオーナーとして新商品売上に対する責任をこれまで以上に明確

にした事業運営を行う体制としました。

　生産面では、さらなる生産能力増強のため、前連結会計年度に売買契約を締結した、本社工場から約２kmに立地

する土地建物に関して環境整備工事を進めてまいりました。なお、当該建物は上田第二工場として６月末までに完

成し当社に引き渡されました。７月８日には稼働を開始し、自動試験装置の開発、生産、販売・サービスに関する

事業活動を行っております。

　販売面では、各国で進む脱炭素化に顧客密着営業の強化で対応するため、タイ、ベトナム及び中東の各駐在員事

務所の販売子会社化に向けた取り組みを進めてまいりました。タイは４月から、中東は７月からそれぞれ事業を開

始しております。

　DXの面では、開発及びマーケティング組織の再編にあわせ、総務部門及び技術・開発部門の情報システム担当の

部署を再編し、グローバルDX推進部を新設いたしました。社外及び当社グループ内のDX推進を加速すると同時に、

情報セキュリティ体制のさらなる強化を進めてまいります。

　利益面では、原材料費、人件費等のコスト増を踏まえ、昨年に引き続き国内・海外の製品価格の見直しを検討

し、４月に国内の製品価格の改定を実施いたしましたが、需要落ち込みによる売上高減少の影響が大きく、営業利

益、経常利益ともに前年同期の実績を下回る結果になりました。

　以上により、当中間連結会計期間における業績は、売上高186億62百万円（前年同期比8.2％減）、営業利益33億

44百万円（同26.4％減）、経常利益36億14百万円（同23.6％減）、親会社株主に帰属する中間純利益26億20百万円

（同24.0％減）になりました。

　当中間連結会計期間末における総資産は、現金及び預金が減少したため、前連結会計年度末と比較して12億12百

万円減少し、440億38百万円になりました。

　負債は、賞与引当金、未払法人税等及び流動負債のその他に含まれる未払費用及び未払金が減少したため、前連

結会計年度末と比較して30億24百万円減少し、51億３百万円になりました。

　純資産は、利益剰余金が増加したため、前連結会計年度末と比較して18億11百万円増加し、389億34百万円にな

りました。
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　当社グループにおける製品別の受注高及び売上高の実績は、次のとおりであります。

 

① 受注実績

 

 

前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

自動試験装置 1,798,851 8.9 1,493,397 7.7 △305,453 △17.0

記 録 装 置 2,774,237 13.7 2,904,074 14.9 129,837 4.7

電 子 測 定 器 10,563,909 52.3 9,760,261 50.1 △803,648 △7.6

現 場 測 定 器 4,156,001 20.6 4,271,937 21.9 115,936 2.8

周 辺 装 置 他 893,329 4.4 1,035,731 5.3 142,401 15.9

合 計 20,186,329 100.0 19,465,401 100.0 △720,927 △3.6

 

② 売上実績

 

 

前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

自動試験装置 1,570,741 7.7 1,697,927 9.1 127,185 8.1

記 録 装 置 2,749,490 13.5 2,844,093 15.2 94,603 3.4

電 子 測 定 器 11,192,631 55.0 9,207,971 49.3 △1,984,660 △17.7

現 場 測 定 器 3,912,722 19.2 3,940,375 21.1 27,652 0.7

周 辺 装 置 他 909,215 4.5 971,835 5.2 62,620 6.9

合 計 20,334,801 100.0 18,662,203 100.0 △1,672,598 △8.2
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　また、顧客の所在地別の受注高及び売上高の実績は、次のとおりであります。

　当中間連結会計期間の海外売上高は、113億61百万円（前年同期比11.6％減）、海外売上高比率は60.9％になり

ました。

 

① 受注実績

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

国　　内 7,419,125 36.8 7,456,735 38.3 37,609 0.5

海 外

ア ジ ア 9,418,505 46.7 8,827,397 45.3 △591,108 △6.3

ア メ リ カ 1,490,055 7.4 1,562,764 8.0 72,709 4.9

ヨ ー ロ ッ パ 1,324,332 6.6 1,232,441 6.3 △91,890 △6.9

その他の地域 534,310 2.6 386,063 2.0 △148,247 △27.7

計 12,767,203 63.2 12,008,666 61.7 △758,537 △5.9

合　　計 20,186,329 100.0 19,465,401 100.0 △720,927 △3.6

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア ……………… 中国・韓国・台湾・東南アジア・インド

（２）アメリカ …………… 北米・中南米

（３）ヨーロッパ ………… ドイツ・フランス・イタリア・イギリス

（４）その他の地域 ……… 中近東・オーストラリア・アフリカ

３．受注高は顧客の所在地を基礎とし、分類しております。

 

② 売上実績

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

増減

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

増減率
（％）

国　　内 7,478,744 36.8 7,300,540 39.1 △178,203 △2.4

海 外

ア ジ ア 9,385,942 46.2 8,319,929 44.6 △1,066,012 △11.4

ア メ リ カ 1,706,984 8.4 1,605,946 8.6 △101,037 △5.9

ヨ ー ロ ッ パ 1,369,368 6.7 1,187,478 6.4 △181,890 △13.3

その他の地域 393,761 1.9 248,307 1.3 △145,454 △36.9

計 12,856,057 63.2 11,361,662 60.9 △1,494,395 △11.6

合　　計 20,334,801 100.0 18,662,203 100.0 △1,672,598 △8.2

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）アジア ……………… 中国・韓国・台湾・東南アジア・インド

（２）アメリカ …………… 北米・中南米

（３）ヨーロッパ ………… ドイツ・フランス・イタリア・イギリス

（４）その他の地域 ……… 中近東・オーストラリア・アフリカ

３．売上高は顧客の所在地を基礎とし、分類しております。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較して13億68百万円減少し、133

億76百万円になりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、16億65百万円の収入（前年同期比35.8％減）になりました。主な増加

要因は、税金等調整前中間純利益36億４百万円、減価償却費７億49百万円及び棚卸資産の減少額７億51百万円で

あります。主な減少要因は、賞与引当金の減少額13億36百万円及び法人税等の支払額７億21百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、21億８百万円の支出（前年

同期比38.9％増）になりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額等により、12億27百万円の支出（前年同期比12.4％

増）になりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、19億７百万円であります。また、研究開

発関連の設備投資金額も含めますと、20億１百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,514,000

計 40,514,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
　（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年８月１日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,024,365 14,024,365 東京証券取引所プライム市場 単元株式数100株

計 14,024,365 14,024,365 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年１月１日～

2024年６月30日
－ 14,024,365 － 3,299,463 － 3,936,873
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（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）
東京都港区赤坂１丁目８－１ 1,084 7.94

日置電機社員持株会 長野県上田市小泉81番地 804 5.89

日置　恒明 長野県上田市 800 5.86

日置　勇二 長野県上田市 719 5.26

株式会社八十二銀行

（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行

株式会社）

東京都港区赤坂１丁目８－１ 666 4.88

日置　妙子 長野県埴科郡坂城町 573 4.20

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行）

東京都中央区晴海１丁目８－12 510 3.74

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 490 3.59

ＭＩＳＡＫＩ　ＥＮＧＡＧＥＭＥＮＴ　ＭＡＳ

ＴＥＲ　ＦＵＮＤ

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

東京都中央区日本橋３丁目11－１ 368 2.70

日置　秀雄 長野県埴科郡坂城町 352 2.58

計 － 6,369 46.61

　（注）１．上記のほか、自己株式が360千株あります。

２．2024年１月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社みずほ銀行

及びその共同保有者であるみずほ証券株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が2024年１月15日現在

でそれぞれ次の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として当中間会計期間末現在における

実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて記載しておりま

す。

　なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 58,000 0.41

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 14,200 0.10

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 449,600 3.21

計 － 521,800 3.72
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 360,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,630,700 136,307 －

単元未満株式 普通株式 33,165 － －

発行済株式総数  14,024,365 － －

総株主の議決権  － 136,307 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日置電機株式会社 長野県上田市小泉81番地 360,500 － 360,500 2.57

計 － 360,500 － 360,500 2.57

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、連結財務諸表規則第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,525,166 15,156,651

受取手形、売掛金及び契約資産 3,603,329 4,005,980

電子記録債権 245,278 246,823

商品及び製品 1,427,193 1,514,759

仕掛品 1,015,135 1,046,637

原材料及び貯蔵品 6,403,800 5,669,435

その他 410,557 489,225

貸倒引当金 △27,170 △35,333

流動資産合計 29,603,291 28,094,180

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※ 7,768,993 ※ 9,371,260

機械装置及び運搬具（純額） 555,202 540,287

工具、器具及び備品（純額） 1,292,698 1,339,692

土地 ※ 1,961,951 ※ 2,161,951

建設仮勘定 1,176,147 45,750

有形固定資産合計 12,754,993 13,458,942

無形固定資産   

ソフトウエア 535,213 469,050

その他 62,862 89,140

無形固定資産合計 598,076 558,191

投資その他の資産 2,294,551 1,926,726

固定資産合計 15,647,622 15,943,860

資産合計 45,250,913 44,038,040
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 803,950 665,423

未払法人税等 733,273 479,515

製品保証引当金 97,654 101,380

賞与引当金 2,891,393 1,581,177

役員賞与引当金 － 38,490

その他 2,531,932 1,246,746

流動負債合計 7,058,203 4,112,734

固定負債   

繰延税金負債 24,572 20,786

退職給付に係る負債 522,883 449,360

その他 522,400 520,469

固定負債合計 1,069,855 990,615

負債合計 8,128,059 5,103,349

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,299,463 3,299,463

資本剰余金 4,023,028 4,055,879

利益剰余金 29,663,773 31,054,979

自己株式 △709,155 △696,015

株主資本合計 36,277,110 37,714,307

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 332,424 392,353

為替換算調整勘定 783,227 1,063,063

退職給付に係る調整累計額 △269,908 △235,033

その他の包括利益累計額合計 845,743 1,220,383

純資産合計 37,122,853 38,934,691

負債純資産合計 45,250,913 44,038,040
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 20,334,801 18,662,203

売上原価 10,729,090 9,520,413

売上総利益 9,605,711 9,141,790

販売費及び一般管理費 ※ 5,060,471 ※ 5,797,351

営業利益 4,545,239 3,344,438

営業外収益   

受取利息 6,455 3,064

受取配当金 14,098 17,951

受取家賃 3,460 4,568

為替差益 133,608 205,757

助成金収入 3,114 5,451

その他 29,787 36,916

営業外収益合計 190,526 273,709

営業外費用   

支払利息 3,921 3,878

その他 2 6

営業外費用合計 3,924 3,885

経常利益 4,731,842 3,614,262

特別利益   

固定資産売却益 2 1,563

特別利益合計 2 1,563

特別損失   

固定資産売却損 － 147

固定資産除却損 5,609 11,200

特別損失合計 5,609 11,347

税金等調整前中間純利益 4,726,234 3,604,478

法人税、住民税及び事業税 737,100 472,054

法人税等調整額 542,049 512,090

法人税等合計 1,279,149 984,145

中間純利益 3,447,085 2,620,333

親会社株主に帰属する中間純利益 3,447,085 2,620,333
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【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 3,447,085 2,620,333

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 100,138 59,929

為替換算調整勘定 173,713 279,835

退職給付に係る調整額 28,497 34,874

その他の包括利益合計 302,349 374,639

中間包括利益 3,749,434 2,994,973

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 3,749,434 2,994,973
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,726,234 3,604,478

減価償却費 643,917 749,292

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,109 6,875

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,824,482 △1,336,166

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 42,280 30,829

製品保証引当金の増減額（△は減少） － 3,726

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △14,537 △14,498

株式報酬費用 18,890 21,889

受取利息及び受取配当金 △20,554 △21,015

助成金収入 △3,114 △5,451

支払利息 3,921 3,878

固定資産売却損益（△は益） △2 △1,416

固定資産除却損 5,609 11,200

売上債権の増減額（△は増加） △385,232 △281,110

棚卸資産の増減額（△は増加） △599,122 751,096

仕入債務の増減額（△は減少） △98,913 △138,538

未払費用の増減額（△は減少） △2,907,486 △426,170

未払消費税等の増減額（△は減少） 416,730 57,616

その他 △322,652 △648,017

小計 3,333,560 2,368,497

利息及び配当金の受取額 18,449 18,290

助成金の受取額 3,114 5,451

利息の支払額 △5,783 △5,741

法人税等の支払額 △756,179 △721,390

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,593,161 1,665,107

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,306,792 △1,899,252

有形固定資産の売却による収入 2 1,720

投資有価証券の取得による支出 △1,195 △2,739

その他 △209,909 △208,488

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,517,895 △2,108,760

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △1,167 △189

配当金の支払額 △1,091,528 △1,227,696

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,092,696 △1,227,886

現金及び現金同等物に係る換算差額 141,446 303,024

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 124,015 △1,368,515

現金及び現金同等物の期首残高 11,836,619 14,745,166

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 11,960,635 ※ 13,376,651
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※ 国庫補助金等により取得した固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2023年12月31日）

当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

建物 621,590千円 621,590千円

構築物 12,769 12,769

土地 100,000 100,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年１月１日
　　至 2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
　　至 2024年６月30日）

給与手当 1,672,530千円 1,921,679千円

賞与引当金繰入額 720,733 676,831

退職給付費用 69,019 69,166

役員賞与 42,280 37,140

貸倒引当金繰入額 3,109 6,875

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

現金及び預金勘定 13,740,635千円 15,156,651千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,700,000 △1,700,000

預入期間が３か月を超える定期積立金 △80,000 △80,000

現金及び現金同等物 11,960,635 13,376,651
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日

定時株主総会
普通株式 1,092,189 80 2022年12月31日 2023年２月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

　末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月９日

取締役会
普通株式 1,229,128 90 2023年６月30日 2023年８月14日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月28日

定時株主総会
普通株式 1,229,127 90 2023年12月31日 2024年２月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間

　末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月11日

取締役会
普通株式 1,366,384 100 2024年６月30日 2024年８月13日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）及び当中間連結会計期間（自　2024年１月

１日　至　2024年６月30日）

当社グループは、電気測定器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　製品別、顧客の所在地別に分解した収益の情報は、次のとおりであります。

　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

（単位：千円）

  
顧客との契約から

生じる収益
その他の収益 合計

製品別

自動試験装置 1,570,741 － 1,570,741

記録装置 2,749,490 － 2,749,490

電子測定器 11,192,631 － 11,192,631

現場測定器 3,912,722 － 3,912,722

周辺装置他 903,518 5,696 909,215

合計 20,329,104 5,696 20,334,801

地域別

日本 7,473,047 5,696 7,478,744

中国 5,613,424 － 5,613,424

その他アジア 3,772,517 － 3,772,517

アメリカ 1,706,984 － 1,706,984

ヨーロッパ 1,369,368 － 1,369,368

その他の地域 393,761 － 393,761

合計 20,329,104 5,696 20,334,801

（注）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。

 

　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

（単位：千円）

  
顧客との契約から

生じる収益
その他の収益 合計

製品別

自動試験装置 1,697,927 － 1,697,927

記録装置 2,844,093 － 2,844,093

電子測定器 9,207,971 － 9,207,971

現場測定器 3,940,375 － 3,940,375

周辺装置他 966,502 5,333 971,835

合計 18,656,869 5,333 18,662,203

地域別

日本 7,295,207 5,333 7,300,540

中国 4,469,557 － 4,469,557

その他アジア 3,850,372 － 3,850,372

アメリカ 1,605,946 － 1,605,946

ヨーロッパ 1,187,478 － 1,187,478

その他の地域 248,307 － 248,307

合計 18,656,869 5,333 18,662,203

（注）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前中間連結会計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

　１株当たり中間純利益 （円） 252.45 191.82

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する中間純利益 （千円） 3,447,085 2,620,333

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る中間純利益
（千円） 3,447,085 2,620,333

普通株式の期中平均株式数 （株） 13,654,686 13,660,406

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、2024年７月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

 

１．自己株式の取得を行う理由

　株主の皆様への一層の利益還元と経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己

株式の取得を行うものであります。

 

２．自己株式の取得に係る事項の内容

（１）取得する株式の種類　　　　　　　当社普通株式

（２）取得する株式の総数　　　　　　　200,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する割合1.46％）

（３）株式の取得価額の総額　　　　　　1,000,000,000円（上限）

（４）取得する期間　　　　　　　　　　2024年７月17日～2024年11月22日まで

（５）取得方法　　　　　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 

２【その他】

　2024年６月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（１）中間配当による配当金の総額 …………… 1,366,384千円

　（２）１株当たりの金額 ………………………… 100円

　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日 … 2024年８月13日

　（注）2024年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書 
 

2024年７月31日

日置電機株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石原　鉄也　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小野　　潤　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日置電機株式会

社の2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日置電機株式会社及び連結子会社の2024年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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